
(参考)

( 23 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 22

人 千円 千円 千円 ％ ％

 1．人口は、住民基本台帳によります。

 2．人件費には、一般職のほか市長や副市長などの常勤特別職に支給される給料、議員などの非常勤特別職の報酬が含まれ

    ます。また、共済費や退職手当組合負担金なども含まれています。

Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 1．職員手当には、退職手当を含みません。

 2．職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

（注）　１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　２．類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純に平均したものです。

　　　　３．「参考値」は、国家公務員が時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値である。

 1.給与月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

456,200
給料月額

320,600 366,200
給料月額

最高号級の
243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600

1号級の
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200

２ 一般行政職給与表の状況(平成24年4月1日現在)              　　        (単位：円）

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

440,395 1,836,105 5,720 5,808

(3)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

平成 23 年度
321 1,239,827 155,883

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

14.8 12.6

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分
職　員　数 給　与　費 一人当たり (参考)類似団体平均

年度末) 年度の人件費率

平成 23 年度
40,972 18,212,093 1,082,170 2,697,857

南城市職員の給与・職員管理について
 市職員の給与は、毎年全国の民間事業従事者の給与の実態や物価などの調査結果に基づいて行われる人事委員会勧告を踏
まえ、市議会で審議され条例で定められています。なお、公表内容については平成23年度決算書、平成24年度予算書及び
総務省提出の給与実態調査、定員管理調査等を基に作成しました。

１ 総括

(1)　人件費の状況（普通会計決算）

区　分
住民基本台帳人口 歳出決算額

実質収支
人　件　費 人件費率

88

90

92

94

96

98

100

102

104

106

108

南城市 類似団体 全国市平均

95.7
94.9

97.9

104.3 104.7

106.9

96.4

98.8

95.9

H１９年

H２４年

※参考値

（H19

（H24

（H24

（H24

（H19

※参考値※参考値
※参考値



歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

 1.｢平均給料月額｣とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

 2.｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計

　したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　また、｢平均給与月額(国ベース)｣は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ

　ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 1.沖縄県の額は特例条例による減額措置を受けた後の額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 1.一般行政職｢高校卒｣経験年数10年の者がいない。

 2.技能労務職｢高校卒｣経験年数10、15年及び「大学卒」の者がいない。

４ 一般行政職の級別職員数等の状況

人 人 人 人 人 人 人 人

100.0

8 249

構成比(%) 11.0 12.6 28.8 11.4 19.7 13.4 3.1

課　長
副参事

部　長
局　長
参　事

―

職員数(人) 31 26 79 18 52 35

標準的な
職務内容

主　事
技　師

主　事
技　師

主任主事
主任技師

係　長
主　査
技　査

主　幹
技　幹

（１）一般行政職の級別職員数の状況(平成24年4月1日現在)

区　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 計

技能労務職
大学卒 - - -

高校卒 - - 320,200

一般行政職
大学卒 253,900 328,100 367,300

高校卒 - 288,400 342,100

129,200 129,200 -

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成24年4月1日現在)

区　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

高校卒 140,100 140,100 140,100

技能労務職
大学卒 137,200 137,200 -

高校卒

（２）職員の初任給の状況(平成24年4月1日現在)

区　　分 南城市 沖縄県 国

一般行政職
大学卒 172,200 172,200 172,200

国 49.2 270,465 - 307,506

類似団体 49.2 307,716 331,694 320,458

南城市 52.8 315,300 335,420 332,700

沖縄県 51.3 343,100 390,928 375,181

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国ベース)

類似団体 43.0 323,756 373,941 349,806

　② 技能労務職

沖縄県 41.3 315,600 366,876 346,771

国 42.8 329,917 - 401,789

(国ベース)

南城市 43.0 316,100 365,486 345,717

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成24年4月1日現在)

　① 一般行政職

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

平成２４年度 平成２３年度 平成１９年度

12.4% 11.0% 9.0%

10.4% 12.6% 14.5%

31.7% 28.7% 24.9%

7.2% 11.0% 19.7%

21.0% 19.8%
16.3%

14.1% 13.8% 12.5%

3.2% 3.1% 3.1%

軸
ラ
ベ
ル

級別職員数の状況
１級 2級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

平成２４年の構成比 １年前の構成 ５年前の構成



５　職員の手当状況

（１）　職員の期末・勤勉手当

（加算措置状況） （加算措置状況） （加算措置状況）

制度上の段階、職務給等による加算措置 制度上の段階、職務給等による加算措置 制度上の段階、職務給等による加算措置

・役職加算　５％～１５％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算10％ ・管理職加算10％～25％まで

（２）　退職手当（平成24年4月１日）

％－ 人

１．本市は地域手当対象ではないため、該当しない

平均支給額

1.退職手当の一人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成24年4月１日現在）

支給実績（平成23年度決算）

支給地域対象 支給率 支給対象者

その他加算措置
定年前早期退職特別措置 定年前早期退職特別措置

２％～２０％加算 ２％～２０％加算

一人当たり
－ 25,039千円 6,356千円 26,036千円

勤続３５年 47.50月分 59.28月分 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分

勤続２０年 23.50月分 30.55月分 23.50月分 30.55月分

勤続２５年 33.50月分 41.34月分 33.50月分 41.34月分

2.600月分 1.350月分 3.95月分

南　城　市 沖縄県

自己都合 勧奨定年 自己都合 勧奨定年

1.375月分 0.675月分 2.05月分

計 2.600月分 1.350月分 3.95月分 2.600月分 1.350月分 3.95月分

1.225月分 0.675月分 1.90月分

12月 1.375月分 0.675月分 2.05月分 1.375月分 0.675月分 2.05月分

期末手当 勤勉手当 計

6月 1.225月分 0.675月分 1.90月分 1.225月分 0.675月分 1.90月分

13,877千円 1,437千円

区分 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

南城市 沖縄県 国

１人当たり平均支給額（H23年度） １人当たり平均支給額（H23年度）



（５）　時間外勤務手当

 支給実績(平成23年度決算)

 職員一人当たり平均支給年額(平成23年度決算)

 支給実績(平成22年度決算)

 職員一人当たり平均支給年額(平成22年度決算)

 1.時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（６）　その他の手当(平成24年4月1日)

管理職手当

　
管理職又は監督の職にある職
員に支給
・部長級・・56,000円
・課長級・・43,000円

同じ
定額制

- 24,596 千円 546,578 円

通勤手当

　
通勤距離が２km以上で交通機
関又は、交通用具を利用して
いる職員に支給
・バス等の交通機関・・定期
券相当額を支給（上限額）
55,000円
・交通用具（自家用車
等）・・通勤距離に応じ
2,000円～24,500円

同じ - 14,085 千円 51,220 円

住居手当

住居を借り受け、又は所有し
ている職員に支給
・借り受け（上限額）27,000
円・所有（新築・購入から５
年以内）2,500円

異なる
国は所有にか
かる手当なし

25,817 千円 243,553 円

支給実績
（23年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（23年度決算）

扶養手当

扶養親族（配偶者、22歳達す
る日以後の最初の子の３月31
日までの間にある子、60歳以
上の父母等）のいる職員に支
給　　　　　　　・配偶者
13,000円　　　　　　　・そ
の他扶養１人につき6,500円
（職員に配偶者がない場合、
そのうち１人については
11,000円）　　　・16歳から
22歳の子１人つき5,000円加
算

同じ - 48,762 千円 275,492 円

122 千円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と異
なる内容

39,610 千円

138 千円

40,500 千円

久高幼稚園勤務手当  久高幼稚園に勤務する職員 月額 10,000 円

野犬等死体処理手当  野犬等死体処理に従事した職員 １体 500 円

災害応急対策従事手当
 災害発生時、又は発生する恐れがある場合に対策
業務に従事、又は待機した職員

1H 700 円

行旅病人及び行旅死亡人取扱手
当

 行旅病人の看護及び行旅死亡人の処置作業に従事
した職員

1回 1,000 円
1回 2,000 円

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

感染症等防疫作業手当  感染症防疫作業に従事した職員 1回 290 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成23年度決算) 14.4 ％

手当の種類(手当数) 5 種類

（４）特殊勤務手当(平成24年4月1日現在)

支給実績(平成23年度決算) 1,530 千円

支給職員１人当たり平均支給年額(平成23年度決算) 33,988 円



６ 特別職の報酬等の状況(平成24年4月1日)

円 円

円 円

円 円

円

７ 職員数の状況

人

 1.職員数には、教育長を含み、他の団体への派遣職員及び臨時・非常勤を含まない。

 2.地方公共団体定員管理調査に基づき作成

（２）年齢別職員構成状況（平成24年4月１日）

1人 344人52人 31人 25人 31人 60人 54人職員数 1人 16人 18人 23人 32人
43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

60歳
合計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
区分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

合計 354 344 △ 10 <参考>人口一万人当たりの職員数 132.37

その他会計 12 11 △ 1 国保事業部門の事務の統廃合

小　　計 33 32 △ 1

事務の統廃合による職員減

下水道会計 9 10 1 下水道接続業務に伴う職員増

小　　計 321 312 △ 9

会
計
部
門

公
営
企
業

水道会計 12 11 △ 1

衛　生 25 25 0

教育部門 77 72 △ 5 図書館司書、幼稚園、調理人の不補充

民　生 62 58 △ 4 保育所民営化に伴う保育士及び調理員の退職不補充

観光業務の増

土　木 17 17 0

農林水産 30 30 0

商　工 6 7 1

労　働

総　務 80 79 △ 1 広報広聴等業務の事務の統廃合

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 5 5

税　務 19 19 0

議　員

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由(平成24年4月1日)

　　　　　区　分
　部　門

職　員　数 対前年
増減数

主な増減理由
平成23年度 平成24年度

副議長 　12月期 1.55月分

教育長 加算措置　有 委員長 加算措置　有

議　員 309,000

期
末
手
当

市　長 　 6月期 1.40月分
期
末
手
当

議　長 　 6月期 1.40月分

副市長 　12月期 1.55月分

副市長 692,000 副議長 338,000

教育長 633,000 委員長 317,000

区分 給料月額等 区分 給料月額等

給
料

市　長 840,000

給
料

議　長 378,000

1

16 18
23

32

52

31
25

31

60
54

10

10

20

30

40

50

60

70

職員数

職員数



年度
部門別

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

32 4（13.8%）

計 400 391 379 367 354 344 △46（△11.5％）
公営企業等 29 36 35 35 33

240 △39（△13.2%）

教育 88 83 81 79 77 72 △11（△12.5%）
一般行政 283 272 263 253 244

19年 20年 21年 22年 23年 24年
過去５年間の増減数

（率）


